
2005年度実績は、前年度実績比＋11.7％と、2003年度（同＋16.2％）、2004年度（同＋23.2％）に続き３

年連続のプラスとなりました。増加率は前年より縮小しましたが、依然２桁台のプラスとなっています。

３年連続の２桁増加は、バブル期の1987～1990年度の４年連続２桁増加以来のことです。

2006年度当初計画は、前年度当初計画比では＋15.3％と４年連続のプラスとなっており、引き続き好調

な伸びを示しています。前年度実績比では▲5.2％となっていますが、当初計画段階では、特に下期の投資

計画が固まっていない企業が多く、当初計画から実績にかけて上方修正されることを考慮すると十分プラ

スが見込める水準といえます（図表１）。
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増加が続く中小製造業の設備投資
～中小製造業設備投資動向調査（第94回）結果の概要～

〔2005年度実績、2006年度当初計画〕

（図表1）2005年度実績および2006年度当初計画（支払ベース）
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2005年度実績では、16業種中12業種で前年度実績比プラスとなりました。「非鉄金属」「一般機械」「鉄鋼

業」など、機械・金属関連業種が自動車、デジタル家電向け受注等の牽引により引き続き堅調に増加する

一方、「木材・木製品」「窯業・土石製品」「紙・パルプ・紙加工品」など建設・内需関連業種でも旺盛な設

備投資に伴う建材需要増加などにより高い伸びを見せ、設備投資のすそ野は広がっているといえます。

2006年度当初計画では、16業種中「非鉄金属」「鉄鋼業」「電気機器」「化学工業」「輸送用機器」の５業

種が前年度実績比でプラスとなっています。全体的には、好調な自動車関連、デジタル家電関連向けの需

要増加に応じた、工場新・増設などを伴う大型の能力拡充投資の事例が目立っています。「鉄鋼業」「非鉄

金属」では、自動車向け受注の増加による供給能力不足への対応や大型液晶装置部品の生産要請を受けて

の工場新・増設や、レアメタル生産用の電炉、大型プレス機など中核設備の更新、増設を行なう大型の能

力拡充投資の事例がみられます。「電気機器」「化学工業」では液晶材料、部品などデジタル家電関連の増

産などのための工場やプラントの増改築の事例が目立っています（図表２）。
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目的別にみると、「能力拡

充」投資の構成比は、2005年

度実績で34.4％と、2003年度

（31.1％）2004年度（30.8％）

に続き３年連続で最も高い

割合となっています。自動

車関連、デジタル家電関連

などの受注増加に対応する

ため、企業が生産能力を拡

充していると考えられます。

2006年度当初計画も「能力

拡充」は34.2％とバブル期の

1989年度（33.6％）を越えて

過去最高の割合となってい

ます。｢能力拡充｣投資は好

調な受注状況を反映したも

のとみられ、引き続き設備

投資の需要は強いとみられ

ます（図表３）。

内容別にみると、2005年度実績では、「土地」、「建物・構築物」、「機械・装置」など全ての項目で増加

し、３年連続全項目で増加となりました。これまで大きく伸びていた「機械・装置」の伸び率が低下する

一方、「土地」「建物・構築物」は前年に続き大きな伸び率となっています。増産のための工場増設や生産

の合理化を図るための工場移転・集約化などの大型投資がみられました。

2006年度当初計画をみると、前年度実績比では「機械・装置」のみがプラスとなっています。前年度当

初計画比でみると、「建物・構築物」で引き続き大きな伸びがみられ、2005年度に引き続き工場増設などを

伴う大型の設備投資が計画されているとみられます（図表４）。
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2005年度実績の設備投資を実施する企業１社あたりの「平均投資金額」は69.9百万円と2004年度実績の

62.8百万円から大きく増加しました。工場の新・増設や、電炉や大型プレス機など中核設備の増設・更新

など、特に鉄鋼業、非鉄金属など素材型産業で目立った、大型投資実施の影響とみられます。設備投資の

「実施企業割合」も59.5％と３年連続で増加し、６割近い水準に達しています。

2006年度当初計画でも、「平均投資額」は75.6百万円と一段の増加が見込まれています（図表５）。

2006年度の「設備投資の増減

可能性ＤＩ」（「増加する可能性

のある企業割合」－「減少する

可能性のある企業割合」）は3.4

と、2004年４月調査の9.7、2005

年４月調査の2.1に続き３年連続

のプラスとなっています。業種

別でみると、「非鉄金属」「一般

機械」「印刷同関連」など、金

属・機械関連から内需関連ま

で、多くの業種で大幅なプラス

となっています（図表６）。
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平均投資額、実施企業割合とも、増加が続く�
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（図表5）設備投資実施企業の1社あたり平均投資金額と実施企業割合の推移
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調査の方法は、全国の従業員20人～299人の中小製造業63,224社を母集団とし、無作為抽出した30,000社を調査対象
として、母集団推計を行っています（回答率＝27.8％）。本調査結果の詳細は、当公庫ホームページをご覧ください。
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